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研究成果の概要（和文）：(1)1789自治体の子ども関係部署にアンケート調査を実施し「少子高齢社会における主権者
としての「子ども」の社会参加促進の取り組み－＜自治体における「子どもの参加」に関する実態・意識調査＞を通し
て見えること－」として発表。(2)子どもが社会や政治を身近に感じる機会創出のために、2013年7月に「未成年模擬参
議院選挙」(文科省後援)で未来の有権者11,113人が投票、2014年12月「未成年“模擬”総選挙2014」(文部科学省後援)
では未来の有権者8,883人が投票。中高生対象のアンケートを実施。(3)海外事例調査としてアメリカ、スウェーデンを
視察。(4)各事業は、各種メディアで取り上げられた。

研究成果の概要（英文）：(1)1789 municipality of child department was conducted a questionnaire survey . 
It summarized the result as " The child participation practice in local government in Japan ."(2)the 
purpose of the children to grasp what feels how the society and politics , and conducted a " mock 
election 2013 " in July 2013 . 11,113 children vote .Implementation of " mock election 2014 " in December 
2014 . 8,883 children vote . And conducted a survey of teenagers subject .
(3) visit the United States and Sweden, investigated democracy education in foreign countries .(4) it was 
taken up for the mock elections and children's participation in the ( newspapers and television , etc.) 
various media .

研究分野： 子ども参加

キーワード： 子どもの社会参加　シティズンシップ教育　主権者教育　政治教育　民主主義　子どもの権利　模擬選
挙　18歳選挙権

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
環境問題、国際協調、格差、少子高齢化

など、次代を担う子どもの将来を左右する
課題が山積している。また、東日本大震災
を経て、復旧から復興に進むにあたり、30
年～50 年後にその地域の担い手となる現
在の子ども世代の参画が不可欠であるのは
言うまでもない。震災からの復興や持続可
能な社会を構築していくためには、未来に
責任ある若者が社会に参加しその声を意思
決定に反映させる必要があるが、若者の政
治的関心は潜在的には高いものの、それを
投票につなげていく社会的な仕組みがない。
さらに、被災自治体で進められている復興
計画は大人中心となっており、次代を担う
子どもの声が復興に反映されているとは言
い難い。 
民主主義は絶えず作り続けなければなら

ず、そのためには社会が未来の有権者を育
てる必要がある。特に被災地においては、
子ども自身が復興に関わることで、自分が
生まれ育った町に引き続き住み続けたいと
思うようになり、主権者としての意識・責
任も芽生えていく。文部科学省においても
「中・高校生の社会参画に係る実践力育成
のための調査研究～未来の主権者育成プロ
グラム～」の公募(平成 25 年 3 月 19 日公
募開始)を始めるなど、これからの日本社会
において主権者育成が求められているのは
事実である。学術的には、ユニセフや国際
子どもの権利委員会が中心となり「子ども
にやさしいまち」づくりが必要とされ(『子
どもにやさしいまちづくり』喜多明人、荒
牧重人、森田明美、内田塔子編著、日本評
論社、2004 年)、イギリスのクリック・レ
ポートでもシティズンシップ教育の可能性
が指摘されている(『社会を変える教育 
Citizenship Education』長沼豊・大久保正
弘編、バーナード・クリック著、キーステ
ージ 21、2012 年)。 
子ども時代からシティズンシップ(市民

性)を育むために、私は大学生だった 1990
年代から「子どもの社会参加」の促進のた
めの活動に取組み、2000 年代からは未成年”
模擬”選挙を中心とした「主権者教育」の
普及に関わってきた。また、子ども系 NPO
の運営に携わることで、各地の子ども系
NPO とのネットワークを形成してきた。 
世代間格差や社会格差を是正し持続可能

な社会を構築するためには、子ども時代か
ら市民性(シティズンシップ)を育み、社会
全体が未来の有権者を育てる必要がある。
特に、憲法改正論議の中で「成人年齢の引
き下げ(選挙権年齢の引き下げ)」が現実味
を帯びている現在において、主権者である
未成年者が成人となる時に有権者としての
意識と自覚を抱いているようにすることは、
非常に重要なことである。 
そのために、基礎自治体における子ども

参加に対する意識調査を通じての課題の抽
出や先進事例の把握と推進、未来の有権者
を対象にした「未成年模擬選挙」「10 代の
世論調査」を通しての子どもの声の抽出や
教育関係者へのヒアリング・シティズンシ
ップ教育のあり方の整理、海外の先進事例
の調査研究を行い、子ども期からの民主主
義の醸成を目指していくことが求められて
いる。 
 
２．研究の目的 
 
少子高齢社会が到来し、東日本大震災か

らの復興を目指す中、今を生き、次代を生
き続けていく子ども世代の社会参加や主権
者教育(シティズンシップ教育)が国内外で
注目されている。 
また、研究者である私自身、10 代の 1990

年代から「子どもの社会参加」の促進に取
組み、2000 年代からは未成年”模擬”選挙
を中心とした「主権者教育」の普及に関わ
ってきた。 
そこで本研究では、①”有権者”ではな

くても”主権者”である子どもが社会の中
でどのように「参加」しているのか(特に自
治体での子ども参加の現状)、②未来の有権
者は社会についてどのようにとらえている
のか、③主権者意識を育むための教育効果
はどのようなものか、の 3 点に関する国内
外の調査を通して、これからの「子どもの
社会参加のあり方」について考察し、関連
領域で活動する子ども系 NPO の活動促進
を目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)自治体調査 
①全国約 1800 自治体に対し、＜自治体に
おける「子どもの参加」に関する実態・意
識調査＞(アンケート調査)を実施する 
(2)子ども自身の意識把握 
①10 代の世論調査および未成年模擬選挙
の実施 
②実施内容を踏まえての、学校現場等への
ヒアリング調査 
③子ども自身へのヒアリング 
(3)海外視察 
①アメリカ、スウェーデンで行われている
シティズンシップ教育、次世代のリーダー
育成の現場を視察 
(4)子ども系 NPO との連携・協働 
①各地の子ども系 NPO の訪問調査と、定
期的な意見交換の開催 
 
４．研究成果 
(1)自治体調査 
①＜自治体における「子どもの参加」に関
する実態・意識調査＞(アンケート調査) 
・この調査では、子どもが育ち学ぶ、学校・
施設・議会・各行政機関の職員を対象に、
子どもが日常生活を過ごしている各自治体



における「子どもの参加」に関する考えや、
実際の取り組み内容について聞くことを通
して、「自治体における子どもの参加」施策
の現状や課題を把握し、地域社会において、
どのようにして子どもが主権者として成長
を育むことができるのか、これからのあり
方を深めていくことを目的とした。 
・送付先：1789 自治体 
・回答：458 自治体／回答率 25.60％ 

都道府県＝19／40.43％、政令
市＝8／40.00％、市＝236／
30.65％、町＝157／21.05％、
村＝28／15.30％、不明＝2 

・概括：子どもの権利保障を基盤とした子
ども施策が地方自治体において普及してき
ている。自治体における子ども施策の推進
においては、「子どもの参加」に取り組んで
いる自治体は 51.1％と過半数を超え、県
(78.9％)や区(87.5％)における子どもの参
加率は極めて高くなっている。子ども参加
の内容としては、「子ども会議・子ども議会」
33.4％、「審議会への参加」22.4％、「子ど
も施設の設計・運営等」10.5％となってい
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
子どもの参加による「子どもの変化や成

長があった」かにおいては、「子ども議会・
子ども会議」や「審議会への子ども参加」
では 7 割を超え、「子ども施設の設計・運
営」では 47.9％にとどまった。子ども自身
が自ら意見を出し、議論に参加する機会が
あるほうが、子ども自身の変化や成長につ
ながっていると言えよう。 
また、自治体における子ども参加の課題

(自由記述)としては、「組織、体制の確立」
や「おとなの意識」を挙げる自治体が多く、
特に、村や町などの自治体基盤が小さいと
ころほどそれが顕著であった。 
一方で子ども参加を促進するために必要

なこととしては「学校教育以外でも子ども
に関する施策はあるため、必要に応じて子
どもの意見を聴く」が 59.4％と 6 割近く、
次いで、「学校教育などの場面で、子どもの
意見を尊重する」が 54.2％であり、学校教
育および学校教育以外のあらゆる場面にお
いて、子どもの意見を尊重することの必要
性を感じている自治体が過半数を超えてい
る。 
このように、子ども参加に取り組む自治

体が過半数を超えるなど、行政施策の推進
において、当事者である子ども参加を意識

した取り組みが増えてきていると言える。 
 
(2)子ども自身の意識把握 
①10 代の世論調査および未成年模擬選挙
の実施 
・概要：政治や世の中に対する関心を高め、
子ども自身が社会の一員、国民の一人とし
ての責任と自覚を感じるための「主権者教
育」「シティズンシップ教育」の一環として、
「第 23 回参議院議員選挙(2013 年 7 月 21
日投開票)」及び「第 47 回衆議院議員総選
挙」(2014 年 12 月 14 日投開票)において、
未来の有権者(20 歳未満)を対象にした「未
成年“模擬”選挙」を行った 
・対象：各選挙の投票日時点で 20 歳未満
の全国の未来の有権者(※日本人全体で約
1079万人(2014年 5月 1日確定値／総務省
統計局) 
・参加者・参加規模： 
第23回参院選＝有効投票数10,608票(投票
総数 11,113 票) 
第 47 回総選挙＝有効投票数：8,343 票(投
票総数 8,883 票) 
・模擬選挙の結果： 
第 23 回参院選＝自民 39.6%(実際 34.7% 
以下同 )、民主 18.3%(13.4%)、みんな
11.8%(8.9%)、維新 7.5%(11.9%)、公明
5.1%(14.2%)、共産 4.7%(9.7%)など 
第 47 回総選挙＝自民 36.1％(実際 33.1% 
以 下 同 ) 、 民 主 22.0%(18.3%) 、 共 産
10.3%(11.4％)、維新 8.9%(15.7%)、公明
7.4%(13.7%)など 
 
※模擬参院選 2013 

 
※模擬総選挙 2014 

 
・概括：模擬選挙の結果は、実際の選挙結
果とほぼ同内容となった。初めて模擬選挙
に参加する子どもが多かったが、選挙公報
や政党マニフェスト、新聞、テレビ等を見
比べ、中には街頭演説を聞く子もいた。「生
の政治」を学校現場で教えることについて



の課題は多々あるが、未来の有権者にとっ
て、有権者となる前に政治について考える
ことは非常に意義があることが分かった。 
なお、この調査については、「少子高齢社会
における主権者としての「子ども」の社会
参加促進の取り組み－＜自治体における
「子どもの参加」に関する実態・意識調査
＞を通して見えること－」『2014 年度東洋
大学社会学部紀要(52 巻 2 号)』(2015 年 4
月)として発表を行った。 
 
②実施内容を踏まえての、学校現場等への
ヒアリング調査 
・模擬選挙に関わる先生方との研究会を
2015 年 2 月に実施し、関東近県(千葉、埼
玉、東京、神奈川)の中学高校の教員や、政
治参加に取り組んでいる団体(明るい選挙
推進協会、早稲田大学マニフェスト研究所
等)、メディア関係者等、30 名近くが参加
した。 
 
③子ども自身へのヒアリング 
・中高生世代が中心となっている Teen’s 
Rights Movement、YEC「若者エンパワメ
ント委員会」、b-lab(文京区青少年プラザ)
中高生委員会などにヒアリングを実施した。 
また、模擬選挙に参加した中高生対象のア
ンケート調査を実施し 1454 人から回答を
得た。アンケートにおいては、模擬選挙前
に政治・選挙に「関心がある」45.8%、「関
心が無い」48.9%だったのが、模擬選挙後
には「関心がある」76.4％と 1.7 倍となり、
「関心が無い」17.2%であった。このこと
から、模擬選挙を実施することによって中
高生の政治意識が高まることが裏付けされ
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)海外視察 
①アメリカにおいて、子どもや若者(10～
20 代のユース世代)がどのように社会的課
題と出会い、関わりを持っているのか。ま
た、ユース世代に対して、リーダーシップ
やコミュニティ・オーガナイザーとしての
スキルをどのように身につけさせるのかの
調査研究を行い、2014 年 2 月 13 日から 21
日にかけて、4 都市・14 か所(8NPO、6 大
学)を訪問した。 
また、2014 年 9 月のスウェーデン総選挙

に合わせて実施された模擬選挙において、
小学校、中学校、高校を訪問して実際の授
業内容を視察するとともに、生徒会組合、
若者市民社会事業庁などを訪問し、意見交換
を実施した。なお、視察報告については「海
外の模擬選挙～スウェーデン」(子どもの権
利条約ネットワーク・ニュースレター
No.119(2015 年 2 月))に発表した。 
 
(4)子ども系 NPO との連携・協働 
①上記(2)①②③を通じて、学校関係者や子
ども系 NPO などとこれからの連携のあり
かたについて協議するとともに、今後の継
続した調査研究についても調整を行った 
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